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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）７０～９９重量部と、ジカルボン酸成分として
１，４－シクロヘキサンジカルボン酸を主成分とし、ジオール成分として１，４－シクロ
ヘキサンジメタノールを主成分とする脂環式ポリエステル樹脂（Ｂ成分）１～３０重量部
を含む樹脂成分（Ｃ成分）１００重量部に対し、重量平均径が０．７～３０μｍの有機光
拡散性微粒子を０．０５～２０重量部を含む光拡散性樹脂組成物。
【請求項２】
　有機光拡散性微粒子が、アクリル系及びシリコーン系の光拡散性微粒子から選ばれるこ
とを特徴とする請求項１記載の光拡散性樹脂組成物。
【請求項３】
　さらに樹脂成分（Ｃ成分）１００重量部に対して、最長吸収波長が３８０ｎｍ以下の紫
外線吸収剤を０．０５～５重量部含む請求項１または２に記載の光拡散性樹脂組成物。
【請求項４】
　最長吸収波長が３８０ｎｍ以下の紫外線吸収剤が、マロン酸エステル類及び／又はシア
ノアクリレート類であることを特徴とする請求項３に記載の光拡散性樹脂組成物。
【請求項５】
　さらに樹脂成分（Ｃ成分）１００重量部に対して、蛍光染料を０．００００１～１重量
部含む請求項１乃至４の何れかに記載の光拡散性樹脂組成物。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光拡散性樹脂組成物、及びそれを用いた光拡散性部材に関する。詳しくは、
高い光拡散性、全光線透過率を有し、同時に機械的性質、熱的性質、電気的性質、耐候性
に優れ、更に溶融加工時や使用時の変色を抑えた光拡散性樹脂組成物、及びそれを用いた
光拡散性部材に関する。具体的には、各種照明用カバー、照明看板、光透過型スクリーン
、各種ディスプレイ、液晶表示装置等の光拡散シートとした際に、優れた効果を奏する、
光拡散性樹脂組成物及び光拡散性部材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリカーボネート樹脂は、耐衝撃性、耐熱性、透明性に優れた熱可塑性樹脂として幅広
い用途があり、さらに、無機ガラスに比べて軽量で、生産性にも優れているので各種照明
カバー、照明看板、光透過型スクリーン、各種ディスプレイ、液晶表示装置等の光拡散シ
ートに使用されている。
【０００３】
　ポリカーボネート樹脂に光拡散性を付与するためには、ガラス、シリカ、水酸化アルミ
ニウム等の無機化合物フィラーの添加も提案されているが、機械的強度の低下、全光線透
過率や耐候性の低下、成形加工時や高温での使用時の変色の問題などがあり、実用性に乏
しかった。特に最近では、各種表示装置の大型化・薄肉化に加え、光源の輝度や光量が著
しく増加しているので、熱や光による変色や強度低下の抑制が強く求められている。
【０００４】
　このような要求に対応するため、芳香族ポリカーボネート樹脂と有機高分子微粒子を特
定の割合で配合した混合物に、特定のリン化合物、トリアルキルホスフェート、ペンタエ
リスリトールジホスファイト化合物、ヒンダードフェノールからなる光拡散性芳香族ポリ
カーボネート樹脂組成物が開示されている（例えば特許文献１参照）。
【０００５】
　また耐候性の改良された樹脂組成物としては、ポリカーボネート、脂環式ポリエステル
樹脂、ベンゾトリアゾール、ベンゾフェノンおよびトリアジンに基づく紫外線吸収剤の少
なくとも１種および触媒抑制剤（ポリカーボネートや脂環式ポリエステルの合成から残存
している可能性のある残留重合触媒を失活させる物質）を含む組成物も開示されている（
例えば特許文献２参照）。
【０００６】
　一方、透明性、耐衝撃性、耐薬品性、耐候性に優れた樹脂組成物としては、脂環族ポリ
エステルとポリカーボネートを含む樹脂組成物からなるハウジング材（例えば特許文献３
参照。）や、電気、電子部品（例えば特許文献４参照。）が提案されている。そして更に
、この様な樹脂組成物にはガラス繊維、炭素繊維、タルク、クレー、マイカ、ガラスフレ
ーク、ミルドガラス、ガラスビーズなどの無機化合物を配合してもよいと記載されている
。しかしこれらの樹脂組成物は溶融加工時の熱安定性が低く、黄変が大きいので、光拡散
性部材としての使用は困難であり、この様な用途への適応については、記載も示唆も見受
けられていない。
【０００７】
　また、透明性、耐衝撃性、耐薬品性、耐候性に優れた脂環族ポリエステルとポリカーボ
ネートを含む樹脂組成物からなる光学用部品（例えば特許文献５参照）や、延性、耐薬品
性、及びメルトフロー特性の改善されたポリカーボネート樹脂と脂環式ポリエステル樹脂
からなる透明／半透明成形用組成物が提案されている（例えば特許文献６参照）。
【０００８】
【特許文献１】特開２００１－３２３１４９号公報
【特許文献２】特開平１１－１３０９５５号公報
【特許文献３】特開２００３－１１０２５２号公報
【特許文献４】特開２００３－１１３２５２号公報
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【特許文献５】特開２００３－１７６４０１号公報
【特許文献６】特表２００４－５１４０１１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかし例えば特許文献１に記載のポリカーボネート樹脂組成物は、未だ耐候性が不十分
であり、また特許文献２に記載の樹脂組成物でも、ベンゾトリアゾール類化合物やベンゾ
フェノン、及びトリアジン類化合物の様な紫外線吸収剤を含むが故に初期の色相が悪く、
大型の光拡散性部材としは使用に不向きであった。
【００１０】
　そして特許文献３及び４に記載のポリカーボネート樹脂組成物では、溶融加工時の熱安
定性が低く、黄変が大きいので、光拡散性部材としての使用が困難という問題があり、こ
の様な用途への適応については、記載も示唆も見受けられていない。
【００１１】
　また特許文献５及び６に記載のポリカーボネート樹脂組成物については、任意成分とし
てＡＢＳ等のエラストマーの添加や、特殊効果着色剤の添加が記載されてはいるが、これ
らはヘイズを下げ、光線透過率向上を目的としており、未だ十分な光拡散性を得ることは
できないという問題があった。またこれらの樹脂組成物には、例えば低温耐衝撃性向上を
目的として、（透明な）エラストマー成分が添加されている例も挙げられてはいる。しか
しこのエラストマー成分の平均粒径は一般的に１００ｎｍ程度と極めて微少であるために
、十分な光拡散性が得られないという問題があった。
【００１２】
　本発明の目的は、優れた光拡散性を有し、且つ全光線透過率が高く、溶融加工時や使用
時の変色を抑えた、照明カバー、照明看板、透過型のスクリーン、各種ディスプレイ、液
晶表示装置の光拡散シート等として有用な光拡散性樹脂組成物、及び該樹脂組成物から得
られる光拡散性部材を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者は上記問題を解決するため鋭意検討した結果、芳香族ポリカーボネート樹脂に
特定の脂環式ポリエステル樹脂と光拡散剤を配合した樹脂組成物は、優れた光拡散性を有
し、且つ全光線透過率が高く、溶融加工時や使用時の変色を抑制できることを見出し、本
発明を完成させた。すなわち、本発明の要旨は、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）
７０～９９重量部と、ジカルボン酸成分として１，４－シクロヘキサンジカルボン酸を主
成分とし、ジオール成分として１，４－シクロヘキサンジメタノールを主成分とする脂環
式ポリエステル樹脂（Ｂ成分）１～３０重量部を含む樹脂成分（Ｃ成分）１００重量部に
対し、重量平均径が０．７～３０μｍの有機光拡散性微粒子０．０５～２０重量部を含む
光拡散性樹脂組成物に存する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の光拡散性樹脂組成物は、光拡散性を有し、且つ全光線透過率が高く、溶融加工
時や使用時の変色が抑制されているので、照明カバー、照明看板、透過形のスクリーン、
信号機レンズ及びレンズカバー、各種ディスプレイ、液晶表示装置の光拡散シート、導光
板など、光拡散性の必要な用途に幅広く使用できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下において、本発明の内容について詳細に説明する。尚、本願明細書において「～」
とはその前後に記載される数値を下限値及び上限値として含む意味で使用される。
　また、本明細書において、各種化合物が有する「基」は、本発明の趣旨を逸脱しない範
囲内において、置換基を有していてもよい。
【００１６】
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［１］芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）
　本発明におけるＡ成分は、（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂であり、例えば、芳香族
ジヒドロキシ化合物とカーボネート前駆体とを、または、これらに併せて少量のポリヒド
ロキシ化合物等を反応させてなる、直鎖または分岐の熱可塑性の芳香族ポリカーボネート
重合体または共重合体である。
【００１７】
　本発明における（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂は、特に限定されるものではなく、
公知の方法によって製造することができ、例えば、界面重合法、溶融エステル交換法、ピ
リジン法、環状カーボネート化合物の開環重合法、プレポリマーの固相エステル交換法等
を挙げることができる。
【００１８】
　原料として使用される芳香族ジヒドロキシ化合物としては、２，２－ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）プロパン（＝ビスフェノールＡ）、２，２－ビス（３，５－ジブロモ－４
－ヒドロキシフェニル）プロパン（＝テトラブロモビスフェノールＡ）、ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）オクタ
ン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン、１，１－ビス（３
－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキ
シ－３，５－ジメチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－ブロモ－４－ヒドロキシ
フェニル）プロパン、２，２－ビス（３，５－ジクロロ－４－ヒドロキシフェニル）プロ
パン、２，２－ビス（３－フェニル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス
（３－シクロヘキシル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１，１－ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）－１－フェニルエタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ジフェニルメタ
ン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１，１，１－トリクロロプロパン、２，
２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサクロロプロパン
、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ
プロパン等で例示されるビス（ヒドロキシアリール）アルカン類；１，１－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）シクロペンタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘ
キサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，３，５－トリメチルシクロヘキ
サン等で例示されるビス（ヒドロキシアリール）シクロアルカン類；９，９－ビス（４－
ヒドロキシフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル
）フルオレン等で例示されるカルド構造含有ビスフェノール類；４，４'－ジヒドロキシ
ジフェニルエーテル、４，４'－ジヒドロキシ－３，３'－ジメチルジフェニルエーテル等
で例示されるジヒドロキシジアリールエーテル類；４，４'－ジヒドロキシジフェニルス
ルフィド、４，４'－ジヒドロキシ－３，３'－ジメチルジフェニルスルフィド等で例示さ
れるジヒドロキシジアリールスルフィド類；４，４'－ジヒドロキシジフェニルスルホキ
シド、４，４'－ジヒドロキシ－３，３'－ジメチルジフェニルスルホキシド等で例示され
るジヒドロキシジアリールスルホキシド類；４，４'－ジヒドロキシジフェニルスルホン
、４，４'－ジヒドロキシ－３，３'－ジメチルジフェニルスルホン等で例示されるジヒド
ロキシジアリールスルホン類；ハイドロキノン、レゾルシン、４，４'－ジヒドロキシジ
フェニル等が挙げられる。
【００１９】
　これらの中で好ましくは、ビス（４－ヒドロキシフェニル）アルカン類であり、特に耐
衝撃性の点から好ましくは、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン［＝ビス
フェノールＡ］である。
これらの芳香族ジヒドロキシ化合物は、１種類でも２種類以上を組み合わせて用いてもよ
い。
【００２０】
　芳香族ジヒドロキシ化合物と反応させるカーボネート前駆体としては、カルボニルハラ
イド、カーボネートエステル、ハロホルメート等が使用され、具体的にはホスゲン；ジフ
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ェニルカーボネート、ジトリルカーボネート等のジアリールカーボネート類；ジメチルカ
ーボネート、ジエチルカーボネート等のジアルキルカーボネート類；二価フェノールのジ
ハロホルメート等が挙げられる。これらカーボネート前駆体もまた１種類でも２種類以上
を組み合わせて用いてもよい。
【００２１】
　また、（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂は、三官能以上の多官能性芳香族化合物を共
重合した、分岐した芳香族ポリカーボネート樹脂であってもよい。三官能以上の多官能性
芳香族化合物としては、フロログルシン、４，６－ジメチル－２，４，６－トリ（４－ヒ
ドロキシフェニル）ヘプテン－２、４，６－ジメチル－２，４，６－トリ（４－ヒドロキ
シフェニル）ヘプタン、２，６－ジメチル－２，４，６－トリ（４－ヒドロキシフェニル
）ヘプテン－３、１，３，５－トリ（４－ヒドロキシフェニル）べンゼン、１，１，１－
トリ（４－ヒドロキシフェニル）エタン等で例示されるポリヒドロキシ化合物類、または
、３，３－ビス（４－ヒドロキシアリール）オキシインドール（＝イサチンビスフェノー
ル）、５－クロロイサチン、５，７－ジクロロイサチン、５－ブロムイサチン等が挙げら
れ、これらの中でも１，１，１－トリ（４－ヒドロキシフェニル）エタンが好ましい。多
官能性芳香族化合物は、前記芳香族ジヒドロキシ化合物の一部を置換して使用することが
でき、その使用量は芳香族ジヒドロキシ化合物に対して０．０１～１０モル％の範囲が好
ましく、０．１～２モル％の範囲がより好ましい。
【００２２】
　界面重合法による反応は、反応に不活性な有機溶媒、アルカリ水溶液の存在下で、通常
ｐＨを９以上に保ち、芳香族ジヒドロキシ化合物、ならびに必要に応じて分子量調整剤（
末端停止剤）および芳香族ジヒドロキシ化合物の酸化防止のための酸化防止剤を用い、ホ
スゲンと反応させた後、第三級アミンまたは第四級アンモニウム塩等の重合触媒を添加し
、界面重合を行うことによってポリカーボネートを得る。分子量調節剤の添加はホスゲン
化時から重合反応開始時までの間であれば特に限定されない。なお反応温度は例えば、０
～４０℃で、反応時間は例えば数分（例えば１０分）～数時間（例えば６時間）である。
　ここで、反応に不活性な有機溶媒としては、ジクロロメタン、１，２－ジクロロエタン
、クロロホルム、モノクロロベンゼン、ジクロロベンゼン等の塩素化炭化水素、ベンゼン
、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素などが挙げられる。またアルカリ水溶液に用い
られるアルカリ化合物としては、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等のアルカリ金属の
水酸化物が挙げられる。
　分子量調節剤としては、一価のフェノール性水酸基を有する化合物が挙げられる。一価
のフェノール性水酸基を有する化合物としては、ｍ－メチルフェノール、ｐ－メチルフェ
ノール、ｍ－プロピルフェノール、ｐ－プロピルフェノール、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェ
ノールおよびｐ－長鎖アルキル置換フェノールなどが挙げられる。分子量調節剤の使用量
は、芳香族ジヒドロキシ化合物１００モルに対して、好ましくは５０～０．５モル、より
好ましくは３０～１モルである。
　重合触媒としては、トリメチルアミン、トリエチルアミン、トリブチルアミン、トリプ
ロピルアミン、トリヘキシルアミン、ピリジン等の第三級アミン類：トリメチルベンジル
アンモニウムクロライド、テトラメチルアンモニウムクロライド、トリエチルベンジルア
ンモニウムクロライド等の第四級アンモニウム塩などが挙げられる。
【００２３】
　溶融エステル交換法による反応は、例えば、炭酸ジエステルと芳香族ジヒドロキシ化合
物とのエステル交換反応である。
炭酸ジエステルとしては、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、ジ－ｔｅｒｔ
－ブチルカーボネート等の炭酸ジアルキル化合物、ジフェニルカーボネートおよびジトリ
ルカーボネート等の置換ジフェニルカーボネート等が例示される。炭酸ジエステルは、好
ましくはジフェニルカーボネートまたは置換ジフェニルカーボネートであり、より好まし
くはジフェニルカーボネートである。
　一般的に、炭酸ジエステルと芳香族ジヒドロキシ化合物との混合比率を調整したり、反
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応時の減圧度を調整したりすることによって、所望の分子量および末端ヒドロキシル基量
を有するポリカーボネートが得られる。より積極的な方法として、反応時に別途、末端停
止剤を添加する調整方法も周知である。この際の末端停止剤としては、一価フェノール類
、一価カルボン酸類、炭酸ジエステル類が挙げられる。末端ヒドロキシル基量は、製品ポ
リカーボネートの熱安定性、加水分解安定性、色調等に大きな影響を及ぼす。用途にもよ
るが、実用的な物性を持たせるためには、好ましくは１，０００ｐｐｍ以下であり、より
好ましくは７００ｐｐｍ以下である。
　また、エステル交換法で製造するポリカーボネートでは、末端ヒドロキシル基量が１０
０ｐｐｍ以上であることが好ましい。このような末端ヒドロキシル基量とすることにより
、分子量の低下を抑制でき、色調もより良好なものとすることができる。従って、芳香族
ジヒドロキシ化合物１モルに対して、炭酸ジエステルを等モル量以上用いるのが好ましく
、１．０１～１．３０モルの量で用いるのがより好ましい。
　エステル交換法によりポリカーボネートを製造する際には、通常エステル交換触媒が使
用される。エステル交換触媒は、特に制限はないが、アルカリ金属化合物および／または
アルカリ土類金属化合物が好ましい。また、補助的に、塩基性ホウ素化合物、塩基性リン
化合物、塩基性アンモニウム化合物またはアミン系化合物などの塩基性化合物を併用する
ことも可能である。上記原料を用いたエステル交換反応としては、１００～３２０℃の温
度で反応を行い、最終的には２ｍｍＨｇ以下の減圧下、芳香族ヒドロキシ化合物等の副生
成物を除去しながら溶融重縮合反応を行う方法が例示される。
　溶融重縮合は、バッチ式または連続的に行うことができるが、本発明の樹脂組成物の安
定性等を考慮すると、連続式で行うことが好ましい。エステル交換法ポリカーボネート中
の触媒の失活剤としては、該触媒を中和する化合物、例えば、イオウ含有酸性化合物また
はそれより形成される誘導体を使用することが好ましい。このような触媒を中和する化合
物は、該触媒が含有するアルカリ金属に対して、好ましくは０．５～１０当量、より好ま
しくは１～５当量の範囲で添加する。さらに加えて、このような触媒を中和する化合物は
、ポリカーボネートに対して、好ましくは１～１００ｐｐｍ、より好ましくは１～２０ｐ
ｐｍの範囲で添加する。
【００２４】
　本発明で用いる芳香族ポリカーボネート樹脂の分子量は、特に定めるものではないが、
溶液粘度から換算した粘度平均分子量［Ｍｖ］で、１０，０００～５０，０００の範囲の
ものが好ましい。芳香族ポリカーボネートの粘度平均分子量を１０，０００以上とするこ
とにより、機械的強度がより向上する傾向にあり、機械的強度の要求の高い用途に用いる
場合により好ましいものとなる。一方、粘度平均分子量を、５０，０００より以下とする
ことにより、流動性が低下するのをより改善できる傾向にあり、成形加工性容易の観点か
らより好ましい。粘度平均分子量は、より好ましくは１２，０００～４０，０００であり
、さらに好ましくは１４，０００～３０，０００である。また、粘度平均分子量の異なる
２種類以上の芳香族ポリカーボネート樹脂を混合してもよい。もちろん、粘度平均分子量
が上記好適範囲外である芳香族ポリカーボネート樹脂を混合してもよい。
【００２５】
　ここで粘度平均分子量［Ｍｖ］とは、溶媒としてメチレンクロライドを使用し、ウベロ
ーデ粘度計を用いて温度２０℃での極限粘度［η］（単位ｄｌ／ｇ）を求め、Ｓｃｈｎｅ
ｌｌの粘度式、すなわち、η＝１．２３×１０-4Ｍ0.83、から算出される値を意味する。
ここで極限粘度［η］とは各溶液濃度［Ｃ］（ｇ／ｄｌ）での比粘度［ηsp］を測定し、
下記式により算出した値である。
【００２６】
【数１】

【００２７】
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　また、成形品外観の向上や流動性の向上を図るため、本発明における（Ａ）芳香族ポリ
カーボネート樹脂は、芳香族ポリカーボネートオリゴマーを含有していてもよい。この芳
香族ポリカーボネートオリゴマーの粘度平均分子量［Ｍｖ］は、好ましくは１，５００～
９，５００であり、より好ましくは２，０００～９，０００である。芳香族ポリカーボネ
ートオリゴマーは、Ａ成分の３０重量％以下の範囲で使用するのが好ましい。
【００２８】
　さらに、本発明における（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂は、バージン原料だけでな
く、使用済みの製品から再生された芳香族ポリカーボネート樹脂、いわゆるマテリアルリ
サイクルされた芳香族ポリカーボネート樹脂を使用してもよい。使用済みの製品としては
、光学ディスク等の光記録媒体、導光板、自動車窓ガラス・自動車ヘッドランプレンズ・
風防等の車両透明部材、水ボトル等の容器、メガネレンズ、防音壁・ガラス窓・波板等の
建築部材等が好ましく挙げられる。また、製品の不適合品、スプルー、ランナー等から得
られた粉砕品またはそれらを溶融して得たペレット等も使用可能である。再生された芳香
族ポリカーボネート樹脂は、Ａ成分の８０重量％以下であることが好ましく、より好まし
くは５０重量％以下である。
【００２９】
　本発明に関わる脂環式ポリエステル樹脂は、1,4-シクロヘキサンジカルボン酸を主成分
とするジカルボン酸成分とジオール成分とを反応させて得られるポリエステル樹脂である
。
　換言すれば、本発明に関わる脂環式ポリエステル樹脂は、ジカルボン酸成分を原料とす
ることにより得られるものであることに起因して、ジカルボン酸エステルを原料とする場
合とは異なりアルキルエステル末端が少ない、即ち、ポリエステルの総末端に対するアル
キルエステル末端の割合が５モル％以下、好ましくは１モル％以下の脂環式ポリエステル
樹脂である。
【００３０】
［２］脂環式ポリエステル樹脂（Ｂ成分）
 本発明におけるＢ成分は、（Ｂ）脂環式ポリエステル樹脂であり、例えば、ジカルボン
酸成分とジオール成分と、必要に応じて他の少量の成分とを、エステル化またはエステル
交換反応させ、次いで、重縮合反応させてなるものである。ジカルボン酸成分は、脂環式
ジカルボン酸またはそのエステル形成性誘導体を主成分とする。また、ジオール成分は、
脂環式ジオールを主成分とする。
 ここで「主成分」とは、例えば、ジカルボン酸成分またはジオール成分に対し、それぞ
れ、８０モル％以上を占めることをいうものとする。
【００３１】
　脂環式ジカルボン酸またはそのエステル形成性誘導体としては、脂環式構造にカルボキ
シル基が２つ結合したものであれば特に限定されるものではない。具体的には例えば、１
，２－シクロヘキサンジカルボン酸、１，３－シクロヘキサンジカルボン酸、１，４－シ
クロヘキサンジカルボン酸、１，４－デカヒドロナフタレンジカルボン酸、１，５－デカ
ヒドロナフタレンジカルボン酸、２，６－デカヒドロナフタレンジカルボン酸、２，７－
デカヒドロナフタレンジカルボン酸、およびそのエステル形成性誘導体等が挙げられる。
　これらの中でも、炭素数６～１２の脂環式ジカルボン酸またはそのエステル形成性誘導
体が好ましく、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸またはそのエステル形成性誘導体が
より好ましく、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸がさらに好ましい。１，４－シクロ
ヘキサンジカルボン酸のような脂環式ジカルボン酸は、エステル形成性誘導体に比べてコ
ストがかからない点から好ましい。
　１，４－シクロヘキサンジカルボン酸を採用する場合、そのトランス体とシス体との比
率は、好ましくは８０／２０～１００／０であり、より好ましくは８５／１５～１００／
０であり、さらに好ましくは９０／１０～１００／０であり、特に好ましくは９５／５～
１００／０である。このような範囲内とすることにより、得られる脂環式ポリエステル樹
脂の耐熱性をより良好なものとすることができる。
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【００３２】
 本発明における（Ｂ）脂環式ポリエステル樹脂のジカルボン酸成分は、脂環式ジカルボ
ン酸またはそのエステル形成性誘導体を、全ジカルボン酸成分に対して、８０モル％以上
、好ましくは９０モル％以上含有するものである。その他のジカルボン酸成分としては、
芳香族ジカルボン酸、脂肪族ジカルボン酸等が挙げられる。具体的には、テレフタル酸、
フタル酸、イソフタル酸、１，４-フェニレンジオキシジカルボン酸、１，３-フェニレン
ジオキシジ酢酸、４，４－ジフェニルジカルボン酸、４，４'－ジフェニルエーテルジカ
ルボン酸、４，４－ジフェニルケトンジカルボン酸、４，４'－ジフェノキシエタンジカ
ルボン酸、４，４－ジフェニルスルホンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸
等の芳香族ジカルボン酸、コハク酸、グルタン酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸
、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカジカルボン酸およびドデカジカルボン酸、ならび
に、これらの炭素数１～４のアルキルエステル若しくはハロゲン化物等が挙げられる。
【００３３】
　脂環式ジオール成分としては、脂環式構造に水酸基が２つ結合したものであれば特に限
定されるものではないが、５員環または６員環に水酸基が２つ結合した脂環式ジオールで
あることが好ましい。脂環式ジオールとして、５員環または６員環の脂環式ジオールを用
いることにより、得られるポリエステル樹脂の耐熱性を高くすることができる。
　このような脂環式ジオールとしては例えば、１，２－シクロペンタンジメタノール、１
，３－シクロペンタンジメタノール、ビス（ヒドロキシメチル）トリシクロ、［５．２．
１．０］デカン等の５員環ジオール、１，２－シクロヘキサンジオール、１，３－シクロ
ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジオール、１，２－シクロヘキサンジメタノ
ール、１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、２
，２－ビス（４－ヒドロキシシクロヘキシル）－プロパン等の６員環ジオール等が挙げら
れる。これらの中でも、１，２－シクロヘキサンジメタノール、１，３－シクロヘキサン
ジメタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノールが好ましく、１，４－シクロヘキサ
ンジメタノールがより好ましい。
　１，４－シクロヘキサンジメタノールは、メチロール基がパラ位にあるので反応性が高
く、高重合度ポリエステルが得やすいこと、高いガラス転移温度のポリエステル樹脂が得
られること、および工業生産品であり入手が容易であるという利点がある。１，４－シク
ロヘキサンジメタノールのトランス体とシス体の比率は６０／４０～１００／０の範囲内
にあることが好ましい。
【００３４】
　本発明において、ジオール成分としては上記のような脂環式ジオールを全ジオール成分
に対して、８０モル％以上、好ましくは９０モル％以上含有するものである。その他のジ
オール成分としては、脂肪族ジオール、芳香族ジオール等が挙げられる。脂環式ジオール
が８０モル％未満では、芳香族ポリカーボネート樹脂との相溶性が劣り透明性が低下し、
さらに耐熱性が劣ることがある。
　具体的なその他のジオール成分としては、エチレングリコール、プロピレングリコール
、ブタンジオール、ペンタンジオールおよびヘキサンジオール等の脂肪族ジオール、なら
びに、キシリレングリコール、４，４－ジヒドロキシビフェニル、２，２－ビス（４'－
ヒドロキシフェニル）プロパン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホンおよびビス（
４－β－ヒドロキシエトキシフェニル）スルホン酸等の芳香族ジオール等が挙げられる。
【００３５】
　さらに、本発明における（Ｂ）脂環式ポリエステル樹脂は、前記ジオール成分および前
記ジカルボン酸成分以外の少量の共重合成分を含んでいてもよい。このような共重合成分
としては、グリコール酸、ｐ－ヒドロキシ安息香酸、ｐ－β－ヒドロキシエトキシ安息香
酸等のヒドロキシカルボン酸、アルコキシカルボン酸、ステアリルアルコール、ベンジル
アルコール、ステアリン酸、ベヘン酸、安息香酸、ｔｅｒｔ－ブチル安息香酸、ベンゾイ
ル安息香酸等の単官能成分、トリカルバリル酸、トリメリット酸、トリメシン酸、ピロメ
リット酸、ナフタレンテトラカルボン酸、没食子酸、トリメチロールエタン、トリメチロ
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ールプロパン、グリセロール、ペンタエリスリトール、シュガーエステル等の三官能以上
の多官能成分等が用いられてもよい。
　これらの成分は、Ｂ成分の１０モル％以下であることが好ましい。
【００３６】
　本発明において、ジカルボン酸成分とジオール成分とのエステル化反応またはエステル
交換反応における使用比率としては、ジオール成分の合計量が、ジカルボン酸成分の合計
量に対し、モル比で１～２倍であるのが好ましい。特に、ジオール成分として１，４－シ
クロヘキサンジメタノールなどの高沸点のものを主成分とする場合には、モル比で１～１
．２倍であるのが好ましい。
【００３７】
　本発明においては、エステル化またはエステル交換反応および重縮合反応における充分
な反応速度を得るために触媒を用いるのが好ましい。このような触媒としては、通常エス
テル化またはエステル交換反応に用いられる触媒であれば特に限定されず、広く公知のも
のを採用することができる。具体的には、チタン化合物、ゲルマニウム化合物、アンチモ
ン化合物およびスズ化合物などが挙げられる。これらの中でもチタン化合物は、エステル
化またはエステル交換反応と続いて行われる重縮合反応の両反応において活性が高いこと
から好ましい。このようなチタン化合物としては、テトラ－ｎ－プロピルチタネート、テ
トラ－ｉｓｏ－プロピルチタネート、テトラ－ｎ－ブチルチタネートまたはこれらの有機
チタネートの加水分解物などが挙げられる。これらは、１種類単独でも２種類以上を組み
合わせて用いてもよい。また、必要に応じて、マグネシウム化合物やリン化合物などと組
み合わせてもよい。触媒の使用量は、生成する（Ｂ）脂環式ポリエステル樹脂に対して、
好ましくは１～２０００ｐｐｍ、より好ましくは１０～１０００ｐｐｍ、更に好ましくは
５０～１０００ｐｐｍ、特に好ましくは１００～１０００ｐｐｍである。
【００３８】
　ジカルボン酸成分とジオール成分とのエステル化反応またはエステル交換反応は、通常
１５０℃から２３０℃ 好ましくは１８０℃から２２０℃で、通常１０分乃至１０時間、
好ましくは３０分乃至５時間行われる。
　エステル化反応後 反応液は、通常、攪拌機、留出管および減圧付加装置を備えた重縮
合槽に移送されるが、エステル化反応槽に減圧付加装置を備えて、一槽でエステル化反応
および重縮合反応を行うこともできる。
【００３９】
　エステル化終了後、反応液に必要に応じて重縮合触媒などを添加し徐々に反応槽内を減
圧にしつつ重縮合反応を行う。重合触媒を添加する場合、その量は、エステル化反応また
はエステル交換反応触媒との合計で、通常生成するポリエステルに対して合計で５０～２
０００ｐｐｍ、好ましくは１００～１０００ｐｐｍとなる量である。
　重縮合は、エステル化反応終了温度乃至３００℃以下、好ましくは２６５℃以下で、通
常１０分乃至１０時間、好ましくは３０分乃至５時間行われる。温度が高すぎると、重合
反応中に熱分解が起こるためか重合反応が進まない傾向となる。槽内圧力は常圧から最終
的に１ＫＰａ以下となる圧力であり、好ましくは０．5ＫＰａ以下とする。
【００４０】
　本発明における（Ｂ）脂環式ポリエステル樹脂の固有粘度は、０．４～１．５ｄｌ／ｇ
が好ましく、中でも０．５～１．３ｄｌ／ｇ、更には０．６～１．５ｄｌ／ｇ、特に０．
７～１．４ｄｌ／ｇであることが好ましい。固有粘度を０．４ｄｌ／ｇ以上とすることに
より機械的強度がより向上し、１．５ｄｌ／ｇ以下とすることにより、流動性がより向上
しより成形しやすくなるので好ましい。さらに、得られたポリエステル樹脂は必要に応じ
て固相重合を行い、より固有粘度の高いものとしてもよい。
　ここで、固有粘度は、フェノール／テトラクロロエタン（重量比１／１）混合液を溶媒
としてウベローデ型粘度計を用いて３０℃で測定することにより求められる。
【００４１】
　本発明における（Ｂ）脂環式ポリエステル樹脂の末端カルボン酸濃度は、７０μｅｑ／
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ｇ以下であることが好ましく、中でも４０μｅｑ／ｇ以下、更には３０μｅｑ／ｇ以下、
特に１０μｅｑ／ｇ以下であることが好ましい。末端カルボン酸濃度を７０μｅｑ／ｇ以
下とすることにより、本発明の樹脂組成物の耐湿熱性がより向上する傾向にあり好ましい
。
【００４２】
　尚、末端酸価のコントロールは、後述の製造において、例えば、原料である１，４－シ
クロヘキサンジカルボン酸と１，４－シクロヘキサンジメタノールの使用割合のコントロ
ールにより、或いは、ジオール原料としてアルキレンジオール、特に炭素数２～１０のア
ルキレンジオールを併用することにより、行うことができる。
【００４３】
　又、本発明に関わる脂環式ポリエステル樹脂の末端酸価を４０μｅｑ／ｇとするために
は、例えば、９０モル％以上が１，４－シクロヘキサンジカルボン酸であるジカルボン酸
成分と、９０モル％以上が１，４－シクロヘキサンジメタノールであるジオール成分とを
用いる場合に、ジカルボン酸成分１モルに対するジオール成分の割合を１．０２～１．２
モル、より好ましくは１．０２～１．１モルとすることが挙げられる。
　又、例えば、９０モル％以上が１，４－シクロヘキサンジカルボン酸であるジカルボン
酸成分と、８０～９９．５モル％が１，４－シクロヘキサンジメタノールであり０．５～
２０モル％が炭素数２～１０のアルキレンジオールを用いる場合に、ジカルボン酸成分１
モルに対してジオール成分を１．０２～１．２モル、より好ましくは１．０２～１．１モ
ル使用する方法等が挙げられる。
【００４４】
　本発明における（Ｂ）脂環式ポリエステル樹脂の融点は、例えば、ジカルボン酸成分と
して１，４－シクロヘキサンジカルボン酸を主成分とし、ジオール成分として１，４－シ
クロヘキサンジメタノールを主成分とする脂環式ポリエステル樹脂の場合、好ましくは２
００～２５０℃、より好ましくは２１０～２３０℃、さらに好ましくは２１５～２３０℃
である。
【００４５】
　本発明に用いる脂環式ポリエステル樹脂においては、そのＹｅｌｌｏｗｎｅｓｓ　Ｉｎ
ｄｅｘ（ＹＩ）が目視にても黄色着色を認識できる程高すぎると、当然、本発明の光拡散
性樹脂組成物に使用した場合、透過した映像が黄色くなり、元の映像を再現できない。よ
って一般的にＹＩは、１８以下、中でも１５以下であることが好ましい。又、ＹＩの下限
は通常－５程度である。
 本発明に関わる脂環式ポリエステル樹脂は、これを用いて成型した厚さ２ｍｍの成形板
の光線透過率が低すぎると光拡散性部材とした際に十分光線が透過されず、画面が暗くな
る場合があるので、この光線透過率は通常、８７％以上、好ましくは８７．５％以上、更
に好ましくは８８％以上である。
【００４６】
　本発明に用いる脂環式ポリエステル樹脂の原料である１，４－シクロヘキサンジカルボ
ン酸としては、波長３４０ｎｍでの光線透過率が大きいことが、得られる脂環式ポリエス
テル樹脂の光線透過率の点から好ましい。この光線透過率が低すぎると、得られる脂環式
ポリエステル樹脂のＹＩ値が増加し、又脂環式ポリエステル樹脂の光線透過率も低くなる
傾向がある。具体的には、この光線透過率として、以下の方法により測定した光線透過率
（以下、Ｔ－３４０と略記することがある）が、８５%以上、中でも８７％以上であるこ
とが好ましい。
　このＴ－３４０のは、分光光電光度計を用いて、２規定の水酸化カリウム溶液を光路長
１０ｍｍの石英セルに入れてゼロ補正をした後、２規定の水酸化カリウム溶液５０ｍｌに
対して１，４－シクロヘキサンジカルボン酸５．０ｇの割合で溶解した液を、光路長１０
ｍｍの石英セルに入れ、該液について測定した波長３４０ｎｍでの光線透過率である。
【００４７】
　尚、本発明に用いる脂環式ポリエステル樹脂の原料において、トランス体９０モル％以
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上の原料１，４－シクロヘキサンジカルボン酸を製造する方法としては、例えば１，４－
シクロヘキサンジカルボン酸のシス体、又はシス体とトランス体との混合物の熱異性化法
が挙げられる。シス体とトランス体との水などへの溶解度差を利用した公知の晶析法では
、得られる１，４－シクロヘキサンジカルボン酸のＴ－３４０が低く、得られる脂環式ポ
リエステル樹脂の光線透過率が不十分となる。従って、トランス体の割合が９０モル％以
上で、Ｔ－３４０が８５％以上の１，４－シクロヘキサンジカルボン酸を用いることが好
ましいとの観点から、熱異性化法が好ましい。
【００４８】
　上記熱異性化は、シス－１，４－シクロヘキサンジカルボン酸と、トランス－１，４－
シクロヘキサンジカルボン酸との混合物、またはシス－１，４－シクロヘキサンジカルボ
ン酸を、不活性雰囲気下で、１８０℃以上でトランス－１，４－シクロヘキサンジカルボ
ン酸の融点未満の温度域にて加熱処理することにより行うことができる。なお、本発明で
いうトランス－１，４－シクロヘキサンジカルボン酸の融点は、実際の異性化反応の条件
下でのトランス－１，４－シクロヘキサンジカルボン酸の融点をいう。
【００４９】
　熱異性化反応圧力は、減圧、常圧又は加圧下のいずれで行うこともできるが、操作の簡
便性から考えると通常１．３～９５０ｋＰａである。
　更に、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸のＴ－３４０を８５％以上とするためには
、シス／トランス－１，４－シクロヘキサンジカルボン酸の混合物、又はシス－１，４－
シクロヘキサンジカルボン酸を加熱処理する際の不活性雰囲気を、反応系中の気相の酸素
濃度４０００ｐｐｍ以下、好ましくは２０００ｐｐｍ以下、更に好ましくは１０００ｐｐ
ｍ以下と調整することが好ましい。系中の酸素濃度が４０００ｐｐｍより高いと、Ｔ－３
４０が８５％未満になりやすい。
【００５０】
　熱異性化により生成したトランス－１，４－シクロヘキサンジカルボン酸を効率的に取
得するには、前記温度域に保持しながら溶融したシス－１，４－シクロヘキサンジカルボ
ン酸中にトランス－１，４－シクロヘキサンジカルボン酸を析出させて取出す方法がある
。
　尚、熱異性化法での原料となる、シス体及びトランス体の１，４－シクロヘキサンジカ
ルボン酸の混合物を得る方法は、従来公知の任意の方法により得ればよい。例えば、テレ
フタル酸を溶媒、水素、水素化触媒存在下で液相核水素化する方法や、テレフタル酸ナト
リウムを水、水素、水素化触媒存在下で液相核水素化した後に、酸析する方法が挙げられ
る。
【００５１】
　更に、本発明に用いる脂環式ポリエステル樹脂は、ペレット状とした後に、必要に応じ
て固相重合を行い、更に高い固有粘度のものとしたものを用いてもよい。
　本発明に用いる脂環式ポリエステル樹脂は、ジオール単位の８０モル％以上が１，４－
シクロヘキサンジメタノールであるものが、ポリエステル樹脂の耐熱性の点で好ましい。
　又、ジオール単位の８０モル％以上９９．５モル％以下が１，４－シクロヘキサンジメ
タノール単位であり、０．５モル％以上２０モル％以下が炭素数２～１０のアルキレンジ
オール単位であるものが好ましく、中でも１，４－シクロヘキサンジメタノール単位が９
０モル％以上９９．５モル％以下であり、炭素数２～１０のアルキレンジオール単位が０
．５モル％以上１０モル％以下であるものが、耐加水分解性が高いので好ましい。
【００５２】
［３］樹脂成分（Ｃ成分）について
　本発明に用いる樹脂成分（Ｃ成分）は、上述した芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分
）７０～９９重量部と、脂環式ポリエステル樹脂（Ｂ成分）１～３０重量部を含むもので
ある。芳香族ポリカーボネート樹脂が７０重量部未満では、荷重撓み温度や剛性が低く、
９９重量部を越えると流動性や耐候性の改良効果が小さい。
【００５３】
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　本発明に用いる微粒子は、重量平均径が０．７～３０μｍである。本発明に用いる微粒
子の重量平均径が０．７μｍ未満だと光拡散性が低く、光源が透けて見える場合があり、
逆に３０μｍを超えると成形体表面のぎらつきが目立ち、視認性が低下することがある。
　また、本発明に用いる微粒子と、樹脂成分（Ｃ）の屈折率の差の絶対値は適宜選択して
決定すればよいが、小さすぎると光拡散性が低くなる場合があり、逆に大きすぎても光線
透過率が低下することがあるので、通常、０．０１以上、０．２以下であることが好まし
い。
　更に、本発明の光拡散性樹脂組成物が優れた光拡散性、全光線透過率、溶融加工時や使
用時の耐変色を有するためには、本発明に用いる微粒子は有機光拡散性微粒子である。具
体的には例えば、アクリル系及びシリコーン系の光拡散性微粒子から選ばれることが好ま
しい。
【００５４】
　上記アクリル系光拡散性微粒子としては、例えば、アクリル系モノマー単独又はアクリ
ル系モノマーとスチレン系モノマーとの共重合比を変化させ、架橋剤を用いて懸濁重合法
等で重合した微粒子が挙げられる。アクリル系モノマーとスチレン系モノマーとの共重合
比を１００：０～１：９９の範囲で変化させることによって、得られる重合体の屈折率は
１．４９３～１．５９０の範囲で変化するが、通常、スチレン系モノマーの共重合比が高
くなりすぎると、耐光性が低下し、使用中に黄色味を帯びやすくなり、逆にアクリル系モ
ノマーの共重合比が高くなりすぎても、微粒子と樹脂成分（Ｃ成分）との屈折率の差が開
きすぎて、ぎらつきが目立ち、視認性が低下する場合がある。よって本発明に用いる微粒
子として、アクリル－スチレン系共重合体微粒子を用いる場合には、樹脂成分（Ｃ成分）
を構成する芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成分）と脂環式ポリエステル樹脂（Ｂ成分）
の配合率に応じて、アクリル－スチレン系共重合体微粒子の屈折率も調整することが好ま
しい。
【００５５】
　上記アクリル系モノマーとしては、たとえば、メチルメタクリレート、エチルメタクリ
レート等のメタクリレート系モノマー、メチルアクリレート、エチルアクリレート等のア
クリレート系モノマーやアクリルアミド等をその代表例として例示でき、スチレン系モノ
マーとしてはスチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン等をその代表例として例示
できる。またこれらモノマーの重合または共重合にあたってはこれらを主成分として、必
要に応じて他のモノマーを共重合することもできる。架橋剤としては、一般的にエチレン
グリコールジメタクリレート、ジビニルベンゼン、１、６－ヘキサンジオール、トリメチ
ルプロパントリメタクリレート、トリメチルプロパントリメタクリレート、トリメチルプ
ロパントリアクリレート等、種々の多官能性モノマーを用いることができる。
【００５６】
　本発明に用いる微粒子として、シリコーン系の光拡散性微粒子を用いる際には、例えば
、屈折率が１．４５～１．４６であるシリコーン樹脂微粒子が好ましい。市販のシリコー
ン系光拡散性微粒子としては、例えば、東芝シリコーン社製トスパールシリーズ、東レ・
ダウコーニング・シリコーン社製トレフィルシリーズ、信越化学工業社製シリコーンパウ
ダーが挙げられる。
【００５７】
　本発明における、重量平均径が０．７～３０μｍの微粒子（但し、メソポーラス無機フ
ィラーを除く）の含有量は、樹脂成分（Ｃ成分）１００重量部に対して、０．０５～２０
重量部、好ましくは０．１～１０重量部である。この微粒子の含有量が０．０５重量部未
満では光拡散性が低く、光拡散性部材の肉厚が厚くても光源が透けて見える場合があり、
逆に２０重量部を超えると、光拡散性部材の肉厚が薄くても全光線透過率の低下や、更に
は機械的強度や耐熱性が低下する場合がある。
　また本発明の光拡散性樹脂組成物における微粒子（但し、メソポーラス無機フィラーを
除く）の含有量は、光拡散性部材の肉厚の変化に応じて調整することが好ましい。具体的
には例えば、光拡散性部材の肉厚が０．１～２ｍｍの場合には、該微粒子の含有量を樹脂
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成分（Ｃ成分）１００重量部に対して１～２０重とすることが好ましい。また光拡散性部
材の肉厚が２ｍｍを超えて５ｍｍ以下の場合には、具体的にはアクリル－スチレン系共重
合体微粒子を用い、樹脂成分（Ｃ成分）１００重量部に対する含有量を０．０５～５重量
部とすることが好ましい。
【００５８】
　本発明の光拡散性樹脂組成物には、さらに耐候性を改良するために、最長吸収波長が３
８０ｎｍ以下の紫外線吸収剤を含むことが好ましい。
　ここで「最長吸収波長」とは、実質的な吸光を示す最長の波長を示し、実質的に吸光を
示す波長とは、当該紫外線吸収剤の最大吸収波長における吸光度の１％以上の吸光度を示
す波長を言う。また、芳香族ポリカーボネートの特性を損なうことが無いものが好ましい
。
　中でも、本発明に用いる紫外線吸収剤としては、優れた耐光性と色相および高い光線透
過率を両立させるために、マロン酸エステル類化合物や、シアノアクリレート類化合物、
ベンゾオキサジン類化合物、ヒンダードベンゾエート類化合物を用いることが好ましい。
中でも溶融加工時の変色を抑え、優れた耐光変色性と高い光線透過率を同時に満たす点で
、マロン酸エステル類化合物やシアノアクリレート類化合物を用いることが好ましい。
【００５９】
　マロン酸エステル類化合物としては例えば、２－（１－アリールアルキリデン）マロン
酸エステル類が挙げられ、具体的にはＰＲ－２５（最長吸収波長：３６０ｎｍ）、Ｂ－Ｃ
ＡＰ（最長吸収波長：３６５ｎｍ）クラリアントジャパン社製等が挙げられる。
　またヒンダードベンゾエート類化合物としては３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキ
シベンゾイックアシッド、ｎ－ヘキサデシルエステル等が挙げられ、具体的にはＵＶ－２
９０８（最長吸収波長：２９０ｎｍ）サイテック・インダストリーズ社製等が挙げられる
。挙げられる。
　特に最長吸収波長が３００ｎｍ以上のものは紫外線吸収効果が高く好ましい。この様な
ものとしては、例えば先述のマロン酸エステル類等が挙げられる。
　尚、本発明における吸光度は、測定機器として島津製作所社製　ＵＶ３１００を用い、
測定条件として、光路長１ｃｍのセルを使用、シクロヘキサンに試料（紫外線吸収剤）を
溶解させ１０ｍｇ／ｌの濃度としたシクロヘキサン溶液について測定した吸光度を用いる
。尚、吸光度は以下の一般式（１）により求めた。
吸光度　：Ａ＝ｌｏｇ１０（ｌ０／ｌ）　　　　　　　（１）
（但し、ｌ０は（内容物の無い）Ｃｅｌｌのみの透過光強度を示し、ｌは試料を入れたＣ
ｅｌｌの透過光強度を示す。）
【００６０】
　シアノアクリレート類化合物としては、エチル－２－シアノ－３，３－ジフェニルアク
リレート、メチル－２－シアノ－３，３－ジフェニルアクリレート等が挙げられ、中でも
エチル－２－シアノ－３，３－ジフェニルアクリレートが好ましい。具体的には、２'－
エチルヘキシル－２－シアノ－３，３－ジフェニルアクリレートとしては、Ｕｖｉｎｕｌ
３０３０、Ｕｖｉｎｕｌ３０３５、Ｕｖｉｎｕｌ３０３９（いずれもＢ．Ａ．Ｓ．Ｆ．社
製）、エチル－２－シアノ－３，３－ジフェニルアクリレートとしてはＳＥＥＳＯＲＢ５
０１（シプロ化成社製）、２'－エチルヘキシル－２－シアノ－３，３－ジフェニルアク
リレートとしては、ＳＥＥＳＯＲＢ ５０２（シプロ化成社製）等が挙げられる。
【００６１】
　本発明に用いる紫外線吸収剤の含有量は、樹脂成分（Ｃ成分）１００重量部に対して、
０．０５～５重量部、好ましくは０．１～３重量部である。紫外線吸収剤の配合率が０．
０５重量部未満では改良効果が小さく、５重量部を超えても合してもそれ以上の効果は得
られず、モールドデボジットが発生する場合がある。
【００６２】
 また本発明の光拡散性樹脂組成物は、成形品の明度を向上するために、蛍光染料を含有
していることが好ましい。蛍光染料としては、具体的には例えば、白色系もしくは青色系
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の蛍光染料であり、成形品の黄色味を消し、明るさを強める機能がある。成形品の黄色味
を消すという点では、機能がブルーイング剤と類似しているが、ブルーイング剤は単に成
形品の黄色光を除去するのに対して、蛍光増白剤は波長４００ｎｍ未満の紫外線を吸収し
、そのエネルギーを波長４００ｎｍ以上の可視光線、特に青紫色の光線に変えて放射する
点で異なる。
　本発明に用いる白色系又は青色系の蛍光染料としては、従来公知の任意のものを使用で
きる。中でも耐熱性や揮発ガスの観点から高分子量のものが好ましく、例えば、スチルベ
ンベンゾオキサゾール系、フェニルアリルトリアゾリルクマリン系の蛍光増白剤が挙げら
れる。
【００６３】
　上記蛍光染料の含有量は適宜選択して決定すればよいが、蛍光染料の含有率が少なすぎ
ると、成形品の黄色味を消し、明るさを強めるという機能、および紫外線を吸収し可視部
の青紫色に放射する機能が十分に発揮されず、逆に多すぎても、添加量の増加に見合う効
果の増加が期待できない。よって通常、樹脂成分（Ｃ成分）１００重量部に対し、０．０
０００１～１重量部であることが好ましい。
【００６４】
　本発明においては、光拡散性樹脂組成物の光線透過率と色相の向上のため、リン系熱安
定剤を配合するのが好ましい。リン系熱安定剤としては、亜リン酸エステル、リン酸エス
テル等が好ましい。上記の亜リン酸エステルとしては、例えば、トリフェニルホスファイ
ト、トリスノニルフェニルホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニ
ル）ホスファイト、トリノニルホスファイト、トリデシルホスファイト、トリオクチルホ
スファイト、トリオクタデシルホスファイト、ジステアリルペンタエリスリトールジホス
ファイト、トリシクロヘキシルホスファイト、モノブチルジフエニルホスファイト、モノ
オクチルジフエニルホスファイト、ジステアリルペンタエリスリトールジホスファイト、
ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールホスファイト、ビ
ス（２．６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールホスフ
ァイト、２，２－メチレンビス（４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）オクチルホス
ファイト等の亜リン酸のトリエステル、ジエステル、モノエステル等が挙げられる。
【００６５】
　上記のリン酸エステルとしては、トリメチルホスフェート、トリエチルホスフェート、
トリブチルホスフェート、トリオクチルホスフェート、トリフェニルホスフェート、トリ
クレジルホスフェート、トリス（ノニルフェニル）ホスフェート、２－エチルフェニルジ
フェニルホスフェート、テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４，４
－ジフエニレンホスフォナイト等が挙げられる。
【００６６】
　上記のリン系熱安定剤の中では、ジステアリルペンタエリスリトールジホスファイト、
ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールホスファイト、ビ
ス（２．６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールホスフ
ァイト、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイトが好ましく、中
でもビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトール
ホスファイトやトリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスファイトが特に好ましい
。なお、リン系熱安定剤は、単独で使用してもよく、二種以上を組み合わせて使用しても
よい。
【００６７】
　本発明に用いる、リン系熱安定剤の含有量は適宜選択して決定すればよいが、含有量が
少なすぎると熱安定剤としての効果が小さく、逆に多すぎても添加量の増加に見合う効果
の増加が期待できないばかりか、加水分解が発生し易くなる場合がある。よって通常、含
有量は、樹脂成分（Ｃ成分）１００重量部に対し、通常０．００５～０．２重量部、好ま
しくは０．０１～０．１重量部である。
【００６８】
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　本発明においては更に、ｎ－オクタデシル－３－（３'，５'－ジ－ｔ－ブチル－４'－
ヒドロキシフェニル）ポロピオネート（例えば、チバスペシャリティケミカル社製、商品
名：イルガノックス１０７６）や、テトラキス－［メチレン－３－（３'，５'－ジ－ｔ－
ブチル－４'－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］メタン（例えば、チバスペシャリ
ティケミカル社製、商品名：イルガノックス１０１０）等のフェノール系酸化防止剤を用
いてもよい。該酸化防止剤の配合率は、適宜選択して決定すればよいが、含有量が少なす
ぎると酸化防止剤の効果が小さく、逆に多すぎても添加量の増加に見合う効果の増加が期
待できないばかりか、モールドデボジットが発生し易くなる場合がある。よって通常、含
有量は、樹脂成分（Ｃ成分）１００重量部に対して０．０１～２重量部であることが好ま
しい。
【００６９】
　本発明の光拡散性樹脂組成物には、必要に応じて例えば、離型剤、帯電防止剤、着色剤
、流動性改良剤、難燃剤、凝集防止剤等を更に添加してもよい。
【００７０】
　本発明の光拡散性樹脂組成物の混合及び混練は、通常の熱可塑性樹脂に適用される方法
で行えばよく、例えばリボンブレンダー、ヘンシェルミキサー、バンバリーミキサー、ド
ラムタンブラー、単軸スクリュー押出機、２軸スクリユー押出機、多軸スクリュー押出機
等により行うことができる。混練の温度条件は通常、２６０～３００℃が適当である。
【００７１】
　本発明の光拡散性樹脂組成物は、一般的な熱可塑性樹脂の成形方法適用でき、例えば生
産性の点からペレット状樹脂組成物からの射出成形、射出圧縮成形、押出成形が可能であ
る。さらに押出成形されたシート状成形品からの真空成形、圧空成形等により目的の成形
体とすることもできる。
【００７２】
　本発明の光拡散性樹脂組成物から成形される光拡散性部材としては、液晶表示装置の導
光板、拡散板、反射板、保護フィルム、位相差フィルム、および、照明カバー、照明看板
、透過形のスクリーン、各種ディスプレイなどが挙げられ、中でも液晶表示装置用の光学
部材として、好適に用いることができる。
【実施例】
【００７３】
　以下に実施例を示し、本発明を具体的に説明するが、本発明はその要旨を超えない限り
、以下の実施例に限定されるものではない。実施例、及び比較例に用いた原料を表１に示
す。尚、実施例、及び比較例に用いた樹脂の製造方法や、各実施例、比較例における樹脂
組成物の評価方法は、以下の通りである。
【００７４】
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【表１】

【００７５】
（１）脂環式ポリエステル樹脂の製造方法
　攪拌機、留出管、加熱装置、圧力計、温度計および減圧装置を装備し、容量が１００リ
ットルのステンレス製反応器に、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸（トランス体：シ
ス体の比率が９６：４）１０１．５重量部、１，４－シクロヘキサンジメタノール（トラ
ンス体：シス体の比率が６９：３１）８７重量部およびテトラ－ｎ－ブチルチタネートの
６重量％ブタノール溶液０．００５重量部を仕込み、反応器内を窒素ガスで置換した。
　反応器内を窒素ガスでシールしながら、内温を３０分間で１５０℃に昇温し、さらに１
５０℃から２００℃まで１時間をかけて昇温した。次いで、２００℃の温度で１時間保持
してエステル化反応を行った後、２００℃から２５０℃へ４５分間で昇温しつつ、反応器
内の圧力を徐々に減圧しながら重縮合反応を行った。反応機内圧力を絶対圧力０．１ｋＰ
ａ、反応温度を２５０℃として４．５時間維持し、重縮合反応を終了した。重縮合反応終
了後、得られた樹脂を水中にストランド状に抜き出し、切断してペレット化した。固有粘
度は、０．８４１ｄｌ／ｇであった。
【００７６】
＜固有粘度の測定方法＞
　試料約０．２５ｇを、フェノール／１，１，２，２－テトラクロロエタン（重量比１／
１）の混合溶媒約２５ｍＬに、濃度が１．００ｇ／ｄＬとなるように溶解させた後、３０
℃まで冷却、保持し、全自動溶液粘度計（中央理化社製「２ＣＨ型ＤＪ５０４」）にて、
濃度が１．００×１０－２ｇ／ｄＬの試料溶液及び溶媒のみの落下秒数を測定し、下式に
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より算出した。
　　　　　　　ＩＶ＝（（１＋４ＫＨηｓｐ）０．５－１）／（２ＫＨＣ）
　ここで、ηｓｐ＝η／η０－１　であり、ηは試料溶液の落下秒数、η０は溶媒のみの
落下秒数、Ｃは試料溶液濃度（ｇ／ｄＬ）、ＫHはハギンズの定数である。ＫHは０．３３
とし、試料の溶解条件は、試料がプレポリマーの場合は１１０℃で３０分間とした。
【００７７】
（２）粘度平均分子量（Ｍｖ）：
　ウベローデ粘度計を用いて塩化メチレン中２０℃の極限粘度［η］を測定し、以下の式
より求めた。
　　［η］＝１．２３×１０－４×（Ｍｖ）０．８３

【００７８】
（３）色相（ＹＩ）評価：
　射出成形機（日本製鋼所社製「Ｊ５０」）により、３００℃の温度で成形したプレート
（９０ｍｍ×５０ｍｍ×３ｍｍ）について上記の各測定を行った。測定には分光式色彩計
（日本電色工業社製「ＳＥ－２０００型」）を使用した。
【００７９】
（４）耐光性評価：
　（３）で成形したプレートにＵＶを照射し、耐光性評価を行った。ＵＶ照射装置はスガ
試験機社製Ｓｕｐｅｒ　Ｘｅｎｏｎ　Ｗｅａｔｈｅｒ　Ｍｅｔｅｒ、照射強度１５６Ｗ／
ｍ２、照射時間６００時間とした。
【００８０】
（５）アイゾット衝撃強度：
　射出成形機（名機製作所社製Ｍ１５０）により、３００℃で成形した６４ｍｍ×１２．
４ｍｍ×３．２ｍｍの試験片を用い、ＡＳＴＭ　Ｄ－２５６に準拠し測定した。測定はノ
ッチ付きで行った。
【００８１】
（６）全光線透過率およびヘイズ：
　濁度計（日本電色工業社製ＮＤＨ－２０００型）により（３）で成形した試験片の全光
線透過率およびヘイズを測定した。
【００８２】
（７）拡散率：
　ＭＵＲＡＫＡＭＩ　ＣＯＬＯＲ　ＲＥＳＥＡＲＣＨ　ＬＡＢＯＲＡＴＯＲＹ社製のＧＰ
－５　ＧＯＮＩＯＰＨＯＴＯＭＥＴＥＲを用い、測定条件を入射光０°、あおり角０°、
受光範囲０°～９０°、光束絞り２．０、受光絞り３．０、の測定条件で（３）で成形し
た試験片の輝度を測定し、以下の式により拡散率（％）を求めた。
　拡散率（％）＝｛（２０°の輝度＋７０°の輝度）／（５°の輝度）×２｝×１００
【００８３】
（実施例１～５及び比較例１～６）
　表２、３に示す割合で各原料をブレンドした後、スクリュー径４０ｍｍのベント付単軸
押出機（田辺プラスチックス機械社製「ＶＳ－４０」）により、シリンダー温度２５０℃
で溶融混練し、ストランドカットによりペレットを得、得られたペレットを１２０℃で５
～７時間、熱風循環式乾燥機により乾燥した後、前記の条件で評価用成形品を成形した。
そして、前記の評価を行ない、その結果を表２及び表３に示した。

　下記表２及び表３に記載の、実施例及び比較例の結果を対比すると、実施例１～５では
、いずれも同時に、優れた光線透過率（表中の「全光線透過率」が、６３．６％以上）、
優れた溶融加工時の耐変色（表中の「初期ＹＩ」が、１７以下）、及び、優れた使用時の
耐変色（表中の「ＵＶ照射後のＹＩ」－「初期ＹＩ」＝ΔＹＩが、９以下）を示している
のに対して、比較例１～６では、光線透過率、溶融加工時の耐変色及び使用時の耐変色に
ついて、括弧内に示した特性値のうち、いづれか１以上を充足せず、本発明所期の効果を
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【００８４】
【表２】

【００８５】
【表３】
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